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Abstract 

 In South China, one can see the phenomenon at work with direct investments by 

many Japanese companies accompanying , a technological transfer to local workers and 
managers. What kind of managements and technological transfers are the Japanese 

companies developing in this area now? How do the Japanese company's managers 

recruit their staffs? How do they educate and train a lot of workers in the time of 

their factory biginning to operate? Is the Japanese-type of management valid there? 

For the purpose of investigating these ploblems',I had the interview with managing-directors 

and other managing-staffs of five Japanese companies in South China.

は じめに

1993年 から94年 にかけて進行 した円高は、1ド ル80円 前後の為替 レー トを記録 し、.日本国内で

生産 された製品の対外輸出に致命的な打撃を与えた。そのため、日系企業による生産拠点の海外

移転が急激に促進 された。その流れに対 し～当時急成長中のASEAN諸 国では、イソフラの不

備や中間管理職の不足等が目立ちは じめ、かわって豊富な労働力を抱 える中国が海外生産拠点と

して注 目され、進出先 に選択す る企業が急増 した。例えば、プリソ ト基板上にピソセットで部品

を取 り付けた り、 ワイヤーハーネスの組立をしたりといった単純作業 においては、 日本で使用さ

れる高価な機械の代替 として、低賃金労働力 を利用 した生産が可能であるため、日系企業の海外

立地として最適である。 このように、中国へ向か う日系企業の進出動機は、今のところ安い労働

力を活用 した生産基地の形成や、関連企業からの要請に応 じた進出が主体 となっているが、将来

的には各社とも巨大な需要成長 が見込める中国市場の開拓を目標としている。

こうした状況をふまえて、筆者は中国の華南地方の深堋、東莞、及び上海の日系企業現地工場

を訪問 した◎調査対象企業5社 は、いずれも労働集約的な電子機器産業、あるいはそこへ部品を

供給する工場で、100%独 資企業か、合弁企業であって も日本側が経営主導権を握 っている企業

である。

調査の目的は、日系企業が抱える経営上の課題と問題点を明らかにすることであり、とりわけ、

中国という投資環境 をどのように捉 えているか、それらをいかに活用 して経営戦略を展開 してい

るか、直面する経営上り課題 と問題点の実際的な対処方法、および経営の現地化や権限委譲の可
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能性に着 目した。

どの 日系企業にも共通する特徴は、日本からの機械設備の持ち込みと、その扱いに慣れた日本

人スタッフを現地へ派遣 して技術移転が行われることで、日本で確立 された製造技術とそれに関

連 したノウハウを中国に持ち込み、国際市場で通用す るレベルの製品作 りを目標に していること

である。問題点は、進出先でのサポーティソグ ・イソダス トリーとして、ローカル企業が品質や

納期を遵守 しないため現地部品調達の役割を果たさず、重要な部品を日本から輸入 しなければな

らないことである。 さらに珠江デルタ地帯へ進出する外資系企業の急増が、広東省の電力供給を

上回る需要を生み、電圧変動や停電とい?た 被害をもた らすようになったため、各社 とも自前で

1台1000万 円弱の自家発電機の設置が必要になるなど、予定外の出費が計上される事態が多いこ

とである。それ以外に、社会主義から市場経済への過渡期にあって、法律や制度などの面での旧

来のシステムが企業の市場経済行動を阻害するといった事態が目立っている。

1.電 子機器部品製造 メーカーA社 深洲工場(1999年9月23日 現地調査)

1.1.深 堋進出の動機及び会社概要

A社 深珊工場は、1996年6月 深堋経済特区内の南山区華僑城に設立された独資企業で、1996年

7月 の操業以降、主にコネクタやスイッチを生産 している。立地場所は、中国民俗文化村や リゾー

ト施設 も多 く、ほとんど香港の繁華街と変わ りない賑やかさである。1997年 からは、毎年約50%

の売上成長率の伸びを実現 してきた。現在の従業員数:は350名 で、 日本人スタッフは総経理 と工

場担当およびエソジニア担当の合計3名 である。製品は、工場が香港に近 く物流の便 も良いこと

か ら100%輸 出されている。輸出先企業は、欧米 とシソガポールの ヒュー レッ ト・パ ッカー ド

(HP)社 、日系のSONY、 松下、クラ リオソ、セガ等である。

A社 深堋工場の設立経緯:は次の通 りである。本社は東京都品川区にあり、機器事業部、コネク

タ事業部、CSC事 業部の3事 業部制で、香港には生産 ・販売子会社 を持 っている。その香港現

地法人は、委託加工工場 として、広東省内に東莞工場(従 業員2500名)を 持 ってお り、今回の深

洲工場は、その香港現地法人100%の 出資工場 として設立された。その背景として、セ ット・メー

カー側のHP社 が、1996年 に上海へ進出 していくプロセスで、その部品メーカーであるA社 も要

請に応 じて独資で進出 したというのが理 由である。

このように、1990年 代に入ると、香港における土地や労働力不足を理由に、華南へ生産基地を

移転 させる日系企業が増えてきた。一方香港は、法人税の安さや行政手続 きの柔軟 さ、および空

港 ・港湾 ・通信 といったイソフラ整備の充実などにより、華南進出の際の ビジネス ・セソターと

して従来通 りの機能を果た している。

深堋市は、東京都とほぼ同 じくらいの面積で、香港の約2倍 である。1979年 には2万 人にす ぎ

なかった同市の人口は、IDカ ー ド保持者だけで現在約400万 人 を数える。こうした人 口増加の理

由は、広東省内の農村や他省か らの出稼 ぎ若年労働者が流入 してきたことによる。 ちなみに同市

では、経済特区を隔離す るため、管理線 と呼ばれる高 さ5メ ー トル、総延長130キ ロの鉄条網で

隔てた、第二の国境 とで もい うような境界壁 を設けてお り、特区外からの無許可な労働移動はも

とより、一般の中国人でさえ入場を制限 されている。

具体的には、 日本の本社と深い取引関係にあったHP社 の工場を買収 し、そ こでコネクタとワ

イヤーハーネスを生産 していた同社の従業員も引き継いだので、早期立ち上げが可能にな り、設

一100一



立後1ヶ 月で工場を操業することができた。 さらに深洲工場は、事実上本社の コ皋クタ事業部の

直轄工場のようになっていて、機械化 しにくい工程であるケーブル ・ハーネスの製造を主に人海

戦術で行なっている。 また、機能検査には検査機を利用するものの、視力の優れたワーカーによ

る目視での外観検査 も実施されている。 ター ミナルの取付工程では、部品を手で挿入する半 自動

タイプの機械を多 く配置するが、品質のバラツキを嫌 う日系ユーザーからの要請で全 自動 の機械

も数台設置 してい る。半 自動 タイプな らば1台50～60万 円の ところ、全 自動 タイプは1台

600～700万 円と設備 コス トが掛かるため、その回収に同部門のみ3交 替シフ トで稼働させている。

建物は借 り受けたため、立ち上げ時の コス トは不要であったが、毎月の固定的な家賃 コス トは必

要である。加えて、操業後3年 間は無税とい う外資系企業への特典は設立時すでに消滅 していた

が、経済特区であるため15%の 優遇税率は適用 されている。

こうして、初年度は経常赤字であったものの、2年 目で黒字経営 となり、3年 目には過去の累

積損失を一掃で きた。逆に1994年 から98年 にかけての特区内のGDP成 長率の推移でみると、30

%、23%、16%、16%、14%と 年々低下傾向をたどっている。その理 由は、消費者物価 に連動 し

た賃金の高騰があげられる。特にここ経済特区内では、全国平均 より生産 コス トにかかる人件費

の割合が高 くなっている。

1.2技 術移転の方法 ・状況

最初、HP社 か らコネクタとワイヤーハーネスの生産における50名 の直接労働関与者と、20名

の。間接労働関与者を引 き継 ぎ、およそ半年後 から100名 、200名 と従業員を増員 していった。生産

を開始するにあたって、日本から組立機械 と治工具を現地工場に持ち込むと同時に、生産 と品質

管理担当の 日本人スタッフ2名 を派遣 し、現地の従業員の指導にあた らせた。A社 の場合、HP

社の仕事を引 き継 ぐ形で技術移転が行われたため、その指導は1週 間で完了した。そ して 日本の

工場やマ レーシア工場で生産するとコス ト的に高 くなる製品を深堋 に持ち込むことを前提に、 日

本の本社営業部が商談 し発注する形で生産が開始された。

顧客側は、 日本と比べて、中国で作られる製品は品質的に劣るという先入観を持 っているため、

工場監査の際には相当厳 しい品質管理を要求する。そのためA社 は、現地の従業員に対 して品質

管理意識を徹底 し、コス トはかかるが部品の全数検査をも導入 した結果、1998年3月 にはISO

9002を 取得するに至 った。この背景には、HP社 を買収 した当初、不良が出て も謝罪 して交換す

ればそれで済むといった、アメリカ企業における品質や生産管理 に対する考え方のもと、日系企

業が期待するレベルにまで、違いに戸惑 うローカル ・スタッフを指導 し正 していく苦労があった。

ケーブル ・ハーネスの生産は、 コス ト的に負担の大きい自動機械を導入せずとも、人海戦術で

充分対応で きることから、安い人件費で雇える中国人ワーカーへの期待が大きい。それで も品質

を維持す るために、やむを得ず自動機械に頼 らざるを得ない工程のみ2～3シ フ トで対応するが、

それ以外の工程では、余剰人員削減のため完全週休2日 制の1シ フ ト勤務を原則としている。ま

た ローカル ・スタッフの絶対数が少ないので、機械のメソテナソス作業のみならず、複数の部門

の責任者を兼任 させるなどして乗 り切っている。

製品価格 にしめる生産 コス トの内訳は、人件費10%、 部品 ・材料調達 コス ト60%、 および減価

償却等30%と なっている。そのうち、コス ト比率の高い部材調達 に関 しては、現地の日系および

台湾系企業か ら、例えばプレスされた部品や電線を購入するなど、顧客からの多岐にわたる品質

上の要請に応 えるため、 コス ト高と引き替えに品質的に安定 したものを輸入せざるを得ない状況
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である。現地の中国系 ローカル企業か ら部品を調達で きれば、 コス トダウソが可能になり価格競

争は強化され、受注の増加から今以上の収益 を見込めることが予想 されるものの、品質面 と供給

の安定性に対する不安から、その要求は満たされていないのが現状である。

1.3人 材の募集 ・育成及び給与システム

ワーカーの募集 については、人材派遣会社:を利用 している。20～30人 の募集枠に約200人 の応

募があ り、その多 くは広東省出身者であるという。履歴書を提出させ、面接とテス トおよび肝炎

などの病気をチェックするために必須である健康診断を行 った後、1週 間程度で必要人数を確保

できる。

スタッフの募集については、新聞広告を利用 し、英語が使 えることを基本条件 とした書類選考

と面接で採用を決定する。通常2～3名 の募集枠に40～50名 の応募があ り、その多 くは中国東北

地方出身の出稼 ぎ者であるとい う。深洲市は、中国で もっとも発展 している経済特区であ り、全

国から優秀な技術者やスタッフを引きつける魅力があ るため人材確保に困 らない。現在在籍する

30名 のスタッフの うち、HP社 か ら引 き継いだ7～8名 を除いた全員が中途採用である。そ して

彼 らは、大学や大学院卒の学歴を持ち、仕事上での理解力 ・判断力も備わっていることから、入

社時 より幹部候補としての待遇を受ける。社員については、導入教育のあと、現場でOJTに よ

り訓練 される。HP社 から仕事を引き継いだ時点では、 タイム ・カー ドも制服 も無いいわゆる野

放 し状態であったが、品質管理や生産管理 について定期的な社内教育を導入す ることによ り改善

していった。そ して、 ジョブ ・ローテーショソを実施す るとともに、はんだ付けの作業者等の技

能取得者へは職能給を支給 し、彼 らのイソセソティブを促すよう努めた。

ワーカーの給与については、初任給が基本給 として月500元 、それに皆勤手当100元 と職能給の

支給に加 え、中国政府により定められた年金や医療費 といった福利厚生費分を合計 した約1000元 、

つま り基本給の約2倍 が1ヶ 月あた りの会社負担分となっている。彼 らのうち150名 は寮に住み

込み、110名 が賃貸のアパー トに入って4～5名 で共同生活を している。

大学卒のエソジニアや事務スタッフの給与については、初任給が基本給 として月2000～3000元 、

ワーカーの場合と同じく会社負担額はその約2倍 とな っている。 さらに部長 クラスの給与につい

ては、役職手当や設備 メソテナソス手当なども含まれ るため、6000～8000元(日 本円で9～12万

円)の 高額支給になっている。ちなみに能力給の支給基準は、チーム ・リーダーが、部下の仕事

におけるミスや熱心さ、および態度などをプラス ・マイナスで評価 したものを加味 して決定され

る。A社 では、提案制度を採用 し、良い案 にはそれに見合った手当を支給す るなど、各々の業績

に沿 った評価 システムを確立 している。 しか し、平等意識 の強い国柄ゆえ、個人間で余 り極端な

給与格差をつけないよう気を付けている。

以上 のよ'うな労働 コス トについて、深洲市では比較的高額になっているものの、同 じ広東省内

の他市 より人材の定着率は良いといわれている。それに引き替え、A社 香港現地法人の東莞工場

(委託加工)で は、毎月10%の 辞職率で、1年 間に全員が入れ替わるくらいの激 しいジョブ ・ホッ

ピソグ状:態であるという。

1.4今 後の技術移転上の課題

第一 に、今後技術移転を進めるうえでの課題は、 日系企業ユーザーか ら要求 される厳 しい品質

レベルにどう対応 してい くかがあげられる。品質管理部門のローカル ・スタッフが 日常的に品質
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データを見ながらチェックしているものの、規定以上の働 きをしないワーカーを抱え、日系ユー

ザーの要求する水準を達成することは困難である。そこでA社 では、ISOの 経験者や日系企業

からの中途採用者を投入 してきたが、品質管理のポジショソでは優秀なローカル ・エソジニアを

見つけることは未だ難 しいという。

第二に、中国側のガラス張 りでない規制や諸制度をいかに乗 り越えていくかがあげ られ る。経

済運営上の規制が多いうえ制度は未整備であ り、事前のオープソな議論 も無 しに法律や税制 に関

するルールが突然変更される。例えば、親会社への ロイヤルティーの送金にあたっては外資規制

で関門を設けられる、移転価格税制に基づき税務当局による調査が強化され、工場への査察 にお

よぶ場合、突然業務関連ルールの変更を知 らされ対応に苦労する、輸出増値税を実施するや外資

系企業の苦情を考慮 し延期するといった具合である。さらに、市場経済化が進むとはいえ、社会

主義的官僚社会にみられ る賄賂の問題 もある。

香港に近接す る深洲では、日系部品メーカーが行 う書類上の手続 きとして、実際は取引相手の

日系企業に直接部品を運び入れているものの、形式的には香港へ輸出 しそこから再輸入 した こと

にしていることが多い。加えて、深堺市当局は、密輸入が横行 していることから、それ らを抑え

るべく企業ラソキソグ制を導入 しようとしている。それは、Aラ ソクならば優良企業とい う認定

で問題はないが、輸出入書類上わずかでも ミスあった場合Bラ ソク以下と認定 され、それに応 じ

たペナ～レティーが課せられる制度である。い くら注意を払っても些細な過失は起 こり得ることか

ら、それ らに左右 されず輸出入業務をスムーズに進めるため、税関に コネとなる裏金を積む必要

が生 じ、 コス トアップを余儀な くされている。 さらにローカル企業相手とは、取引企業で交わさ

れた契約を遵守するといったルールが確立 していないため、債権回収に支障をきたし、時には部

品供給先である相手企業の資材購買係に裏金を積むとい った必要性 も生 じる。そのため、相手企

業が支払 うべき代金を指定 口座に振 り込 まなければ、部品の出荷を見送 るなど工夫をこらしてい

る。

2音 響機 器 製造 メー カーB社 東 莞 工場(1999年9月21日 現地 調 査)

2.1東 莞進出の動機及び会社概要

B社 東莞工場は、1995年12月 に深堀市の北隣…にあたる東莞市長安鎮上沙管理区に設立 され、

1996年5月 より操業を開始 し、一般 ・業務用オーデ ィオを生産す る音響機器製造 メーカーである。

日本には、少量生産型機種を一部外注に頼る生産機能 として維持するのみで、それ以外はすべて

中国に移管 している。1999年9月 か ら生産 ライ ソめ追加によって、現在従業員数は380名 、その

うちの95%は 女性となっている。

東莞工場は、B社 香港現地法人が85%、 中国政府の発展会社である東発グループが15%の 比率

で出資する合弁企業である。東発グループは、配当を受け取るのみで経営 には関与 しない。香港

現地法人は、 日系企業を中心 とした輸入パー ツの会計処理や、製品をコソテナで運ぶ時、日本 と

連絡をとる事務所の機能を果た してお り、東莞工場で働 く日本人スタッフ4名、台湾人スタッフ

1名 を含んだ11名 のスタッフが在籍 している。

中国に進出 した理由は、低賃金ワーカーを活用 した手作業工程のメリッ トと、その低 コス トに

より実現 され る低価格製品の生産が狙いであった。部品の現地調達比率は約15%程 度であ り、そ

の内容は、板金やモール ドの部品を台湾系の中国工場か ら、プ リソ ト基板(PCB)を 日系の中
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国工場からそれぞれ調達 し、ICチ ップ ・マウソ トについては自社工場で内製 してい るといった

具合である。また、生産 され る製品の半分以上はOEM(*1)生 産であり、例えばカシオのラジ

カセの場合、カシオ側から部品の供給を受けて組み立てカシオに納品する。その際、部品の受入

検査は厳密に行い、納入企業か ら提出された仕様書と、工場でチェックした部品の機能が違えば

返品するなど細部にまで気を配 っている。品質管理については、 日本から持ち込んだ検査機械 と、

若い女性工員による人海戦術的な目視での外観検査や音響検査で対応 していく。 さらに最終検査

として、製品出荷前にもう一度チェックを行 っている。多い時には1日 に10機種を作 るといった

多品種少量生産のため、治工具および作業マニュアルの段取 り替えを行 っている。 こういった手

作業主体の生産ライソにおいては、従業員が1つ か2つ の決まった工程をこなすだけであるため、

その都度作業マニュアルで部品の装着工程を指示すれば事足 りる。それに対 し、中国人の女性 ワー

カーは柔軟に対応できるうえ、若い女子工員は技術習得に貪欲で吸収 も早 く、 しかも作業中に私

語を交わすことな く指示書の通 り黙々と働 くとい う。 メイソである組立 ライソは1シ フトに残業

労働で対応するが、自動挿入機 を使 ったICチ ップ ・マウソ トの実装工程のみ2交 替シフ トで稼

働 させている。中国では残業に協力的であり、残業がないとワーカーは給与が少ない ことを理由

に転職す ることもあるという。

現時点における技術移転の成果 としては、1998年9月 にISO9002を 取得 している。そして中

国での国内販売が最大30%ま で可能なライセソスを取得 しているものの、製品の100%を 欧米や

日本向けに輸出 している。

(*1)OEM生 産(OriginalEquipmentManufacture):相 手 先 の グ ラ ソ ドで販 売す る商 品 の受 注 ・生産 方 法

2.2技 術移転の方法 ・状況

工場の立ち上げに際 しては、日本から約10名 、台湾工場から1名 のスタッフを派遣 しローカル

従業員の指導にあたらせた。その後 も新機種導入のたび、東莞工場で作 られる作業マニュアルや

治工具類を除 き、検査機等設備類 は日本で設計 ・製造 したものを持ち込んでいるため、その扱い

に慣れた 日本人スタッフを派遣 している。 ワーカーは四川省や湖南省など広東省以外の出稼 ぎ者

が多 く、そのためパスポー トの取得が困難であり、日本での研修 を実施す ることができない。

また、中国には 「戸籍制度」による制約があるため、多くて3年 しか働けない出稼 ぎの女子工

員を比較的単純な作業に従事 させざるを得 ない。そのため女子工員に課せ られるのは、設備の一

般的点検と給油のみで、複雑な機械のメソテナソスは専門のエソジニアが行い、さらに難問が発

生すれば 日本人技術スタッフが出動す る。

製造の流れについては、当初、 日本で設計 し手作 りで試作 したものを中国工場で生産する、あ

るいは台湾工場で設計 したものを、金型やPCBを 手直 し後中国工場で生産す るというものであっ

た。 しか し最近では、R&D部 門設立後、簡単なものから現地での設計にも着手 し始めており、

ローカル4名 を含めた7名 のR&Dス タッフによって、設計の変更程度の仕事か ら徐々に幅を広

げている段階である。 さらに、製造部門で採用 した10名 の大学新卒者の うち優秀 な者4名 を、R

&D担 当のエソジニアとして訓練 中である。大学へ面接に行 くと、R&D部 門には100倍 近い応

募があることからもわかるように、CADの 操作をは じめ コソピューター教育を受けてきた研究

開発志望の彼らによって、日本人 スタッフの労力が節約される環境が整いつつある。具体的に、

現在はモール ド部品や鉄板 シャー シーの外装設計を、ローカル ・スタッフが修得することを 目標
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としている。さらに、電気 ・アナログ ・デジタル関係の設計を、従来の技術を基礎にア レソジし

ているところである。また将来的には、CADを 導入 したPCB設 計の現地化を検討中との こと

である。

こうして設計のローカル化が達成 されると、次にどうい う部品が現地調達可能であるかといっ

た清報をリサーチ出来るスタッフが必要 になって くる。 また彼 らにより、現時点で調達 している

日系や台湾系のモノから、 より安 く品質的に問題のない部品に置 き換 えられるか検討され る。往

来通 りの多機種 少量生産を効率よく実現 してい くためには、製品1機 種あたり部品の在庫を少な

く抑 え、その分高い品質と正確な納期を約束する部品メーカーから調達 しなければならない。 こ

うした要求に対 して、中国の純粋なローカル企業によって生産 される超安価な部品は、今のとこ

ろ納期 ・品質等の点から危険すぎて使えないという。 しかし、製造 コス トの内訳は、部品調達 コ

ス トが80%、 労務費10%、 その他管理費や金型のコス ト等が10%と なっていることから、 コス ト

ダウソには部品調達の現地化が必須であるといえる。

2.3人 材の募集 ・育成及び給与システム

ワーカーの募集については、工場の玄関前 にボー ドを掲示す るだけで、2～3名 の枠に40～50

名が応募 して くる状況である。 よって新規採用のための広告 コス トはゼロに等 しい。 ワーカーの

出身地については、1つ の省から全体の中で30%以 上に偏 らない工夫を している。なぜなら、同

郷者は集団で退職するからである。現在15の 省からの出稼ぎ労働者が、工場に隣接する寮に住み

込んでいる。技術スタッフについては、工場立ち上げ時のみ経験者を採用 したが、それ以降は新

卒スタッフで補充 している。

従業員の平均勤続年数が2年 であ り、幹部は3年 以上勤務す る者 もいるといった状況である。

概 して労働移動が頻繁であるため、ワーカーについてはジョブ ・ローテーショソを実施せず、単

機能主義でかつ個々の作業者の熟練度を上げる方針で対応 している。 こうして、設備をしっかり

と組み上げ、個々の責任範囲を明確に しながら技術指導を行えば、それなりの品質と作業効率を

実現できると考えている。 さらに、誰かが辞めてもす ぐ対応で きるよう、マニュアル化で作業に

支障をきたさないようにしている。そ して、3～4年 程度の製造経験 を積めば、ワーカーを昇進

させる方針を採用して、現場の労働意欲を刺激するよう工夫 している。

社内教育については、採用 したその日か ら現場 に出 してOJTを 行 う。それぞれの仕事に慣れ

るまで、配属部門の係長が1日 のみ付 き添いで教え、以後様子を見なが ら徐々に仕事を増や して

い く。1つ のU字 型組立 ライソ上にベル トコソベアでオーデ ィオ部品が流され、20数 名の女子従

業員が作業を行 う。彼女 らは、ライソ両側に並んで座 り、目の前にプ リソ ト基板が流されて くる

と、治工具を利用 して部品を基板に装着 していく。 さらに、検査係がライソ内で通電実測を行い、

不良品がないか全数検査を実施 していた。

労働契約については、期 間1年 、基本給350元 、福利厚生費等を含めて500～600元(日 本円で

7500～9000円)の 賃金水準 となっている。この水準が維持 される理由は、特区のす ぐ外側にあた

る東莞市近辺には、特区に入れない出稼 ぎ労働者が過剰気味であるため、賃金相場が安 くなって

いるのである。以上については、程近智も 「中国農村部での平均年収は1000元 以下にすぎないが」、

厂深別市では7000米 ドルにも達 している。」 こうした賃金格差が、 「農村部 ・内陸部 におけ る余

剰労働力の沿岸部 ・都市部への移動をもた らしたのである。」つまり 「労働力の移動が工場労働

者の賃金を抑制する。」として低賃金が維持 される理由を述べている。(注1)こ うして地方か らの
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出稼ぎを目的とす るワーカーは、できるだけ残業時間 を多 くし、家族への仕送 りを1元 で も多 く

稼 こうとする。そのため、仕事が多 く残業がある月は1%程 度の転職率であるが、残業の少ない

月は、賃金の少なさを理由に簡単に転職するため4%ま で転職率が上昇するという。

2.4今 後の技術移転上の課題

第一に、技術移転上の阻害要因としてコミュニケーショソの問題があげ られる。 日本人スタッ

フが中国人に教える場合、 日常会話程度なら通訳を揃 えられ るので支障はないものの、技術用語

の通訳には困難を伴 うことが多 く、また、肝心な点で伝わらない ことが多いという。特に、オー

デ ィオは英語を使 う技術が多いので、専門用語の的確 な伝達は重要である。 しかし、高卒 レベル

のスタッフには全 く英語が通用 しないのが現実であるという。

第二に、労務管理の問題 として、技術部門スタッフの定着率の悪 さがあげられる。例えば、昨

年採用 した技術スタッフは、CADの 操作に慣れ一人前に仕事がで きるようになった矢先、他の

より給与の高い会社へ転職 したとい う。 こういった例は、一般的に華南において顕著であること

から、従業員に対する過剰な教育費の投資は危険であるといえる。 よってスタッフの給与は、転

職率の高 さを考慮 した うえ、経験の有無や他社との相場を比較 し決定 しているが、転職防止のイ

ソセソティブとして作用す るには至っていない。中国人に、ひとつの会社で技術を磨 いてい くと

い う観念が形成 されない点が、技術移転の最大のネックになっている。

こうした阻害要因を克服するため、ソフ ト面では品質管理の意識を社員全員で共有できるよう、

5S(整 理 ・整頓 ・清掃 ・清潔 ・躾)を 徹底 して行 っている。例えば、点検事項を工場内の黒板

に張 り出す等、絶えず工夫や検討 を怠 らないよう心がけている。その他実際的な処遇 として、組

立 ライソのワーカーに品質改善 の目標 を与え、それを達成 した者には、月に15元(日 本 円で

225円)の 奨励給を出し、さらに1年 以上の長期勤続者には、月50元(750円)の 手当や、社員旅

行 といった特典制度を設け働 きぶりを評価 している。以上のように、待ちの姿勢が多い中国人ワー

カーには、すべてにおいて このような トップ ・ダウソによる指示が必要である。

第三 に、技術移転に伴 うハー ド面での阻害要因として、東莞工場で必要な材料を輸入する場合、

税関での検査において材料の実質と名称が異なるとい う理由で滞ることが多 く、また、その税関

や トラック輸送中に盗品が頻発することも問題となっている。そ ういった事情から、工場内め窓

には金網が張られ、従業員や外部の侵入者が製品を盗み出す ことを防止 している。その他外部企

業からの調達部品に関 して、中国に進出する日系企業や台湾系企業からの場合は、東莞工場の品

質管理部門スタッフが品質をチェックするので問題は少ないが、香港経 由の場合は、板金 ・モー

ル ド・抵抗 ・カー トソ ・緩衝材 ・ね じ等において仕様書とその機能に違 いがあることも多 く、到

着後返品するといった手問を余儀 なくされることもあるとい う。

3.モ ー ター部品製造 メーカーC社 深堀工場(1999年9月23日 現地調査)

3.1深 翊1進出の動機及び会社概要

C社 深洲工場は、1994年 より、同社の日本本社100%の 出資で設立 され操業を開始 してい る、

モーター部品製造 メーカーである。製品であるモーター ・パーッは、通称 「ラバマソ」と呼ばれ

る磁気を帯びない部品であり、その99%は ユーザーであるマイクロモーター ・メーカー組立工場

で着磁 される。中国に進出 した動機は、顧客側メーカーから部品を現地調達 したいとの要請があっ
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たことと、低費用生産を目的としてであった。移管 した工程は、千葉の柏工場で作っていたもの

で、装置産業(*2)に 近いため機械類を多 く持ち込み、月に平均180ト ソ生産 している。また操業

にあたって、機械類に頼 る面の多いことから、激 しい電圧変動の影響を受けぬよう、工場内に自

家発電機を据え付け対処 している。それらに従事する労働者は80名 程で、男女比率は半々である。

工場設立に伴 う背景として、敷地は深洲市宝安区沙井鎮新二村第2工 業区とい う経済特区外に

立地 し、深堀の市街地 よりむ しろ隣の東莞市の長安に近い。現在では、工場のす ぐ近 くを高速道

路が走るなど、投資環境も整備 されてきている。 ここへ進出先を決めたのは、同敷地に隣接する、

1988年 から操業のC社 香港現地法人委託加工工場の存在がある。1988年 当時、中国側の説明では、

工場の建設 には何 も問題ないとい う説明であったが、実際現地 に訪れてみると、辺 り一面アヒル

の養殖場で水牛ばかりが 目立つ農村地帯であった。また、沙井鎮 にはホテルが1軒 しかなく、そ

の水道水には赤虫やボウフラなど混 じってお り、その うえシャワーも出ず、たまに湯が出て もバ

スタブには数セソチの泥が溜 まるという有様であった。当時の日本人出向者の中には、重病になっ

て帰国す る者 もいたとい う。それ以来からの経験が功を奏 し、1994年 にC社 の独資企業 として深

洲工場を設立す る際には比較的順調であったとい う。 こうして操業開始後3年 間は黒字が出ない

だろうとの予測に反 して、意外にも半年で黒字を出す ことに成功 したという。

モーター ・パーツの製造工程はおよそ次の通 りである。まず、隣接するC社 香港現地法人と郷

鎮企業との委託加工工場で委託生産 された 「しょうけつ」フェライ トという、高周波材料 に使用

されることの多い、鉄の酸化物で強い磁性を有する素材 と薬品を、混合機械で混ぜ合わせ大きな

ブロックに して、それを粉砕機で粒子状にす る。一晩熟成させた後 シー トにし、さらに熟成 させ

なが らシー トを重ね合わせユーザーの寸法に合わせてい く。最後 にもう一晩熟成 させて、4日 目

に製品の形 として寸法作 りを行 う。

C社 は以上の深堋工場 と香港法人の委託加工工場の他に、台湾工場 を運営 し、 日系の顧客相手

に製品を生産 ・供給 していたものの、人件費の高騰 から台湾での生産 にメリッ トが少なくなって

きたため、中国における上記2工 場に加え、三菱マテ リアルとの共同出資で、磁石だけを生産す

る天津工場 も設立 した とい う。

(*2)装 置産業:石 油化学 ・鉄鋼など巨大な 自動化設備をそなえた産業

3.2技 術移転の方法 ・状況

移転の前提:として、C社 の製品となるモー ター ・パー ツの 「ラバマソ」は、伸縮性を有 してい

るため、工場内での温度 ・湿度の調整が必要であった。そのため、移転先である沙井鎮の環境 に

適合する設備を、隣接す る委託加工工場の経験をもとに、日本で発注 し整えることができた。

移転に要 した人材は、工場の立ち上げ直前に、 ローカルの大卒者を2名 採用 し、当地に派遣 さ

れてきた日本人スタッフ3名 が、委託加工の旧工場内にて品質管理に関する日本人の考え方を教

えるとい う方法で出発 した。現在その2名 の ローカル ・スタッフは、それぞれ課長 と工場長に昇

格 している。 こうして用意周到 に進められた移転作業で問題があったといえば、工場の建設工事

が予定通 り進まず、日本で発注 した機械類を、当初香港で保管 していたことぐらいである。

原材料 は、主に日本から100%輸 入 しているが、 コス ト切 り下げのため韓国製の原料調達の可

能性を検討 している。 日本の原材料を使えば顧客からクレームのない安定 した品質の製品を製造

できるものの コス ト的に高 くな り、逆に低コス トが見込 める純粋な中国の ローカル企業による原
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材料供給については、サソプルで取 り寄せると問題ないが、量産 させるとロットのバラツキが多

く利用できないなどの問題が生 じる。その原材料とは、製鉄所で鉄 を溶か し水をかけて剥離 した

モノで、鉱石から酸化鉄 を取って作る。以前は産業廃棄物 として処理 されていたにもかかわらず、

現在は不足ぎみであるそれ らは、現在神戸製鋼や川崎製鉄所から供給 されている。

日本の工場では、土地の狭 さから上手 く配置できなかった生産 ライソが、広大な敷地のもと中

国では可能となり、さらに現地に適合する新 しい最新鋭の設備 も持ち込んでいる。これらは、先

にも述べたが、操業開始後半年で黒字を出す ことができた要因である。 また、工場の設計は、生

産 ライ ソ等の設備を念頭に日本で行っていたので、設置業者や機械 メーカーに依頼せずに済んだ。

それ ら導入 した機械のメソテナソスは、補修場所が故障の度に異 なることを考慮 し、その都度 日

本人スタッフが教えてきたが、現在においてある程度 までならローカル化できているとい う。そ

の度合いは、年内に日本人製造部長 を日本に戻せる ぐらいである。

勤務体制については、基本的に1交替 シフ トであるが、残業で2シ フ トに近い形 も取れる。 ま

た現地でモノ作 りを円滑に進めるための必要性から、 日本語の読み書 きができる中国人を通訳 と

して採用 した。実務 も仕事 も持たない通訳の専門職 として採用 したスタッフの場合は、他の従業

員から、労働対価以上の高い給与を貰 う存在 と見 られ敬遠 されがちであるが、東北地方出身の深

堋在住者である5名 のスタッフは、実務兼通訳とい う人材であるため他の従業員からも受け入れ

られ、現在で も同工場で働いていて全員が課長以上の職に就いている。 さらに今では、 日本人赴

任者 も中国語をマスターし、こうした相互の コミュニケーショソ理解が、良い製品作 りに役立 っ

ている。

加えて立ち上げ当初、 日本式の管理のもと、 日本 と同等の材料を使い最新の機械で生産 したに

もかかわらず、ユーザーから日本式管理のもと生産 された中国製品 とい う認定 しか得 られず、出

荷を見合わせたことがあった。その間、雇用 した労働者の仕事量を減 らし、その分 日本語の勉強

をさせた結果、全従業員の日本語 レベルを引き上げることにな り、 日本式管理の一層の理解およ

び高品質なモノ作 りに繋がっているという。

3.3人 材の募集 ・育成及び給与システム

ワーカーの募集については、ロコミでさえ門前に定員の10～20倍 程人数が集まる。なかには、

国有企業に在籍 しなが ら、最低保障である食 ・住手当の100元 を貰 いつつ、休暇 を取って短期間

働 く者もいるとい う。 ワーカーの給与は、基本給300元(日 本円で約4500円)で 、同工場の従業

員が日本語で日常会話が出来ることを目標に し、それに関する資格 を取れば、等級により20～50

元の資格給を出すなど向上心を刺激 している。彼 らの多 くは農村出身者であ り、工場のある沙井

鎮地区で生まれ育った者は少ないことから寮を2棟 建設 した。 ワーカーはそこで集団生活を送 っ

ている。そ して、幹部社員には、冷暖房完備の1人1部 屋が準備 されている。

次に、労働契約の形態 として、当初は日本的な終身雇用制度を採用 していた。それは、C社 に

おける製造上の特性から、他の組立工場 と異な り、例えば 目視にみられるような人間の勘に頼 る

外観検査等が多いため、人材を定着 させて熟練度を上げることを重視 していたからである。 とこ

ろが、人材の定着率が良すぎた結果、年1回 の定期昇給や、雇用年数に比例 した退職金の支払 と

いった労務 コス トが高騰するという新たな問題が生まれている。それとは対照的に、隣接す る委

託加工工場では、労働契約を1年更新としているため、解雇時の退職金の支払は1年分のみ とい う

低 コス トに抑えられている。C社 における従業員の平均年齢は24才 弱とはいえ、 日本的な給与お
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よび人事 システムを再考する時期に来ているとい う。

続いて人材の育成については、仕事の心構 えや安全に関するルールといった導入教育を2日 間

にわたって行 った後、現場でOJTに よる実務教育を行 う。ワーカーは概 して器用で物覚えがよ

いので、1週 間もすれば現場で通用する技能 を身に付けることができるとい う。大卒の幹部候補

職については、上級学校を出たホワイ トカラーの扱いであるため高給待遇であるが、実務技能に

不馴れな者が多いため現場研修を必要とす る。その際、職人気質の経験者は、ライバルに職を奪

われ生き残 りが困難 になると思 うのか、彼 らの持つ技能や技術を新人に教えようとしない。「早

く仕事を習って昇進 したい」 とい う上昇志向を持つ新人はジレソマに陥 り、試用期間中に退職す

ることが多いという。そのような事情から、現在では幹部スタッフとしての採用を中止 し、内部

昇進での対応に移行 しつつある。これらは、 ワーカーの労働意欲を促進するという点で人事シス

テム的に優れていると思われ る。

さらに労務管理については、人件費の上昇が顕著であるため、余剰人員を削減 し在籍者の労働

力を最大限活用す るため、1部 の班長 クラスも含め ジョブ ・ローテーショソを実施 している。ま

た、社会主義的雇用 システムであるところの労働対価 として、内容を問わず一律の賃金が支払わ

れるという価値観からくる怠惰を払拭するため、生産数量や不良率および勤務態度を、毎月個人

的な業績として評価するなど、常に信賞必罰で望む ことが大事である。例えば、仮にあるワーカー

が仕事を休み、その穴埋めとして1人 が2入 分の仕事をすれば、休んだワーカーから減給 した分

を労働負荷の大きかった者へ回 したり、 目標達成率や歩留まり率に応 じて減給する等である。さ

らにC社 では、以上のような従業員の処遇に関 して、公明正大 さを期するため、労働状況をデー

タ化 し、 コソピューターによってデータ管理 している。中国では、同郷や身内意識が強いため、

それが原因となって、上司の部下に対する黙認や、部下による上司への反抗 といった経営上好 ま

しくない職場環境を形成 して しまうこともあるので、 こうした客観性に裏付けられた数字 による

管理 が合理的である。

3.4今 後の技術移転上の課題

第一に、社会主義的中央集権国家の代名詞 ともいえる賄賂の問題があげられる。例えば、税関

の役人が賄賂を取 るため意識的に通関業務をス トップさせ荷物の到着に支障を来すといった具合

である。 このようなことからも中国で経営を円滑に行 うためには、中央 ・省 ・市 ・村 ごとのルー

ルに従い臨機応変に対応 し、その トップにあたる人物 と顔な じみになっておくことが大切である

とい う。 ちなみにC社 の天津工場で5年 経っても黒字 にならないのは、北京に近いゆえ年々変更

され る法律を遵守する必要にせまられ、生産活動以外の賄賂や接待経費が多 く掛かるためである

のに対 し、華南にある深洲工場では、法律による規制は多いものの、中央政府から離れた立地に

あるため比較的自由に経営できる余地があるとい う。 しかし、来年からは保険関係の コス トが更

に計上 されるため、経営的には厳 しくな りそ うである。

第二に、知的所有権が法の下保護されない ことからくる企業機密漏出の危険があげられ る。中

国の ローカル企業 に技術を盗まれ、類似製品を作 られる危険を回避するため、現地従業員に対 し、

ジョブ ・ローテーションを2～3工 程に留め るなど分断 した形での技術移転を実施するのみで、

一か ら十まですべてが分かるような技術教育を施す ことはできないとい う
。

第三に、マネジメソ トの問題があげられる。3.2の 技術移転の方法 ・状況の項 目でも述べた

よ うに、ハー ド面での物理的な業務の運営に関 しては、 日本でマニュアルおよび機械類を作 り、
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それ らを持ち込んだので順調であった。 しか し、一方のマネジメソ トに関 しては、国営企業的な

価値観から抜けきれないローカル従業員から職場環境 や歩留 まり率の向上 といった労働に対する

イソセソティブを引き出すのに苦労 しているという。概 して中国人は、自分に定められた責任範

囲内の仕事は滞 りな く行 うものの、他人との共同作業においては積極的に関わってい こうとしな

い個人主義の志向が強い。よって個人あるいは仕事のタイプ別に、それぞれ責任と権限を明確に

し、信賞必罰の原則のもと実力主義の人事 システムを導入することが労働意欲の向上に有効であ

ると思われる。 このことは、前掲の程近智によっても 「中国人は個人べ一スで仕事や責任などを

任されたときには しっか りパワーを発揮す るが、組織 を組んだ場合は予想通 りには うまく動 かな

い」として指摘されている。(注2)

4通 信機器製造 メーカーD社 東莞工場(1999年9月21日 現地調査)

4.1東 莞進出の動機及び会社概要

D社 東莞工場は、1994年10,月 より、同社香港現地法人による100%独 資企業 として、東莞市寮

歩鎮竹山管理区で操業する、自動車用 アソテナ製造 メーカーある。資本比率を100%独 資の形態

に したのは、生産管理 に係わる目本側 の提案 を徹底 させ、短期間に製品の質を向上 させ るためで

ある。1996年8月 からは、別会社 として中継 コー ド・手動式 アソテナ ・アソテナ用 ポールの生産

部門を分離独立 させた。現在その2つ の会社の総従業員数は1218名 を数え、そのうちの1072名 が

女性である。大多数を占める彼女たちは、例 えば油で汚れる仕事で さえ嫌わずよ く働 くうえ、班

長や組長 としての役割 もこなしている。1998年2月 には、ISO9002を 取得 している。

東莞進出の動機は、アソテナの製造に不可欠な手作業による工程を、低 コス トに抑えるためで

あった。具体的には、輸入 した鉄板 を丸めて溶接 し、規定の寸法に直線加工後短 く切断 したもの

を、カッ トされたコー ドの両端に繋 ぐ作業である。その間、部品の受け入れ検査や、アソテナの

電気接続部の調整など、自動化が難 しく人手に頼 らざるを得ない。高い賃金 コス トを要す る日本

での経営から、安い賃金 コス トで済む中国での低費用生産にシフ トしたことで、製品における付

加価値の比率を価格の25%以 上にできた。

製品の部品調達 と販路については、他省 より法的 ・地理的有利な広東省 とい う地の利を活か し

て、30%を 現地調達、残 りの70%を 日本と台湾および香港から輸入 している。その うち重要な機

能部品に関 しては、各地か ら東莞工場 へ持ち込まれる前に、日本の本社で仕様書通 りかサソプル

を検査 している。 こうして生産 された製品は、一部を香港経由で欧米に輸出するほか、ほとんど

は日本のユーザーに供給 される。進出以前の計画では、国内販売を30%程 見積 もっていたものの、

現状では100%輸 出するに至っている。 しかし今後は、中国国内の日系企業をは じめ欧米系企業

へも販路を拡大 したい意向である。

4.2技 術移転の方法 ・状況

まず設備の移転については、 日本の富岡工場 と同 じレベルの最新型を導入 したため、 メソテナ

ソスの面で、 日本人スタッフか らローカル ・スタッフによる管理下へ移行 させることが難 しい。

労務 コス トの節約について考えれば、このようなローカル ・スタッフの手に余る最新式を導入す

るより、理解の範疇にある中古の設備にするのが賢明であるが、首都北京における法律関係の申

請、および現地政府機関に対する投資関連の許認可手続 きが煩雑であるため、これらの生産準備
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に掛かるコス トと製品販売から上がる利益とを比較 したうえで、今回は最新設備の導入に踏み切っ

た。それに伴い、同 じく日本か ら持ち込 まれた、 日本語による操作方法等記載 されたマニュアル

は、現地にて通訳により中国語に訳 され、さらに現地の事情から変更され設備等 も中国語で説明

書が作 られ、それらを基本に作業は進められてい く。このように設備の操作方法ならびに作業工

程をマニュアル化することは、現地の従業員 の労働生産性および作業の能率化を図るうえで大切

である。技術移転の中味は、製品のR&Dを 除いた管理技術面において、現在13名 になっている

日本人スタッフの指導により、5年 目にして治工具類の内製化の足がか りがで きたところである。

だがレベル的には、 ローカル ・エソジニアによって日本から送付された図面に基づき、加工や金

型の補修が行われる程度である。

次に労務管理については、1994年 の操業以来勤続 しているローカル ・スタッフ28名 によって、

日常的な業務が行われている・ しか し・経営内容は、ボ トム ・アップ型が理想的であるものの、

現状では トップ ・ダウソ型であることが多い。 また、顧客からの品質に対する、安定と維持 の厳

しい要請に関 しては、7名 の 日本人品質保証スタッフを現地工場に派遣 し、5Sを ローカル従業

員に徹底させるなど、工程管理に最新の注意を払 うことで応えている。具体的には、5Sの 目標・

計画に対 して、各自どの程度進行 しているかを個人別に張 り出 し競争意識や品質の向上に関する

インセソティブを高め るといった方法を採用 している。そ して ライソ内およびライソの最後での

検査 も徹底させ、不良品を出さない工夫に余念がない。

工場内には、電圧の変動を避けるため、自家発電機が設置されている。電力供給が不安定な珠

江デルタ地帯において、 自家発電機を備えるのが通例である。

4.3人 材の募集 ・育成および給与システム ー

ワーカーの募集については、管理区内の服務公司を通 じて集める。湖南省や四川省および江西

省をはじめ、彼 らの出身地が一 カ所に偏 らないよう分散 して募集 し、職場に配置するように心掛

けている。それは、同郷人が集団でス トライキや退社行為を引き起 こす リスクを回避す るためで

ある。採用にあたっては、常識テス トと肝炎など感染性の病気をチェックす るため健康診断を行

い、3ヶ 月の試用期間を設け、仕事への適応力の有無を確認後本採用 となる。 ワーカーは出稼 ぎ

者が多いため、寮の食事代と部屋代は会社が負担 している。そういった地方出身者は、金銭的に

目処が立つ3年 程で帰郷する者が多 く、会社への帰属意識 は低い。

雇用契約については、当初3年 ごとであったものの、最近では1年 ごとの更新 になっている。

そ して、契約期間中に業務上問題を起 こさなかった者で、かつ希望者については、契約を自動延

長 している。 また、転職率は月3%程 度 と低 く、他のアジアの国に比べ人材定着率の良さを表 し

ている。スタッフの募集については、大学新卒者を学校側へ求人する場合と、東莞の人材市場に

おいて即戦力 となる人材を、その技術 ・技能に応 じて集める場合の両方を手段としている。

労務 コス トについては、ワーカーの基本給 が月400元(日 本円で約6000円)で あ り、福利厚生

費を含めれば約800元 となっている。彼らのうち、食堂で働 く従業員の年齢が比較的高いものの、

全従業員の平均年齢は23才 である。

人材の育成については、初 日に現場の管理者が就業規則を説 明し、次に班長が作業現場におけ

る要領書を説明 した後、それらの手順をOJTに より教育 している。 これら最 も低い技能 レベル

の ワーカーにおける1ヶ 月分の給与で さえ、所得格差の激 しい中国では、故郷に暮 らす彼 らの両

親の年収に相当するため、現金収入への執着心は相当強い。 ちなみにこうして出稼 ぎで得た収入
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を持って農村へ帰郷すれば、2階 建ての自宅を新築できるほどであるとい う。業績給 や成果給の

類 は、D社 ではグループ作業が多いため個別の業績判断が難 しく、給付するには至 っていない。

製品の種類は、合計で200機 種以上と多岐にわたってお り、それゆえ出荷後返品されて きた不良

品から原因をつかむのは難 しいのが現状である。そのため、製品を加工する段階の ライソ上で

「ポカよけ」検査を導入 し、歩留 まり率を高める工程作 りを心がけている。

4.4今 後の技術移転上の課題

第一に、生産 コス トの問題があげられ る。顧客側から要求 される販売価格の引き下げに対 して、

日本の本社におけるアソテナ事業部直轄工場の役割を担 う東莞工場では、常に本社で決定 された

数量 ・価格 ・納期に従い、日本式の品質管理 とマネジメソトを現地の労働者に徹底 させることで、

日本と同品質の製品を供給 しなければならない。品質 レベルを維持 しつつ、顧客の要求に応 える

ためには、充実 した設備環境を活 かすためにも、労務管理が重要になって くる。 ローカル ・ワー

カーにみられる、部門間調整の不出来と異常事態への対応能力の欠如を改善 し、労働 コス トの掛

かる日本人スタッフに頼 らない、ローカル作業員による徹底 した工程内検査で不良率 を抑えるこ

とが大切である。 こうして、顧客の要:求す る高い品質 レベルに一層対応 してい くためには、人手

による工程内検査以上に自動化 ・機械化が望ましい。 しかし、全自動の、例えば切断機を導入 し

た場合、故障に際 して、修理に必要な部品を、その都度 日本から取 り寄せなければならないこと

から、現在は中国国内で利用でき、メソテナソスが可能な手動式の設備 と、作業者の手と目に頼

る人力作業を組み合わせ ることで対処 しているが、 これでは品質管理に限界があり苦 しい状況が

続いている。

第二に、円滑な生産活動を妨げる、法律および役人や従業員にみ られる思考様式の問題があげ

られる。中国では、物事を進める際に基準 となるべき法律は建前で しかな く、実際は担当者の裁

量幅が非常に大きい。 さらに一般的風潮として、官庁のみならず企業内でさえ、ある行為に対す

る見返 りと して リベー トを要求する習慣がある。例えば、人事担当者が縁故採用者からリベー ト

を取る、エソジニアが治工具類を購入後事実 と異なる不透明な請求書を提出する、あるいはワー

カーが指定医以外で診断を受け過大な医療費を請求す るといった具合である。こうした生産活動

以外の余計な出費を削減するため、日系企業は、努めてルールに基づいた経営を遂行すべきであ

る。

また法律面での不確実性の一例 として、税関では、輸出製品に掛かる関税は重さで決定される

ため、実際の製品価値と釣 り合わない場合、その都度交渉を余儀 なくされ、こうした時間的 ロス

と無駄な出費が更に生産 コス トを上昇させ る要因になっている。

5電 子機器製造 メーカーE社 上海工場(1999年7月20日 現地調査)

5.1上 海進出の動機及び会社概要

E社 上海工場は、1994年7月 よ り、黄浦江の東側 に位置する浦東新区の金橋出口輸出加工区で

操業 している日中合弁の電子機器 メーカーである。浦東新区とは、1990年4月 に中国国務院より

国家 プロジェクトに位置付けられ、輸出志向型外資系企業やハイテク企業誘致のため、急 ピッチ

で金融 ・商業 ・物流 ・生産などの全ての面におけるイソフラの整備が進む開発地区である。その

広 さは、約520平 方キロメー トルと、シソガポールに匹敵す る敷地面積を誇 る。
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上海進出の動機は、1993年12月 に、中国国内マーケ ットへの販路の拡大を狙い、上海電子元件

公司という国有企業 と合弁契約を締結 して、 リレーを製造する会社 をスター トさせたことに始ま

る。何故合弁企業とい う形態を選択 したかというと、中国における国内販売目的以外にも、官庁

との折衝に際 して中国側の人脈を利用で きるというメリッ トを考慮 してのことである。その合弁

資本比率は、中国側が約45%で 、E社 側が約55%と なっている。当時中国側国有企業は軒並み経

営難に陥ってお り、E社 の合弁相手企業である上海電子元件公司も、救 える部分のみを残 し、そ

れ以外を清算後民営化 され、現在では飛来公司株式会社になるなど外資系企業の技術と資本力を

期待 して、合弁を熱烈に歓迎 した。 こうしてE社 は、本来中国国内市場を狙って当地に進出した

ものの、国内需要だけでは経営が成 り立たないため、現在では輸出にほぼ依存 している状態であ

る。現在、潜在力の高い中国国内市場においては、シーメソスやアルカテル等欧米系 グローバル

企業と取引を行ってお り、これ らに関す る製品の生産には、将来性を見込んで自動化 された設備

を導入 しているが、他方、輸出向けの製品は、手作業主体の組立生産で対応 している。

5.2技 術移転の方法 ・状況

移転に際する工場立ち上げ時に、まず中国から40～50名 程、1ヶ 月か ら長 くて1年 間にわたっ

て技術 ・技能 ・マネジメソ トを 日本で研修させた。こうした研修 には、中国語の通訳をそろえて
『意志疎通

に努めるため、コミュニケーショソ上での問題は少ない。また、 日本人スタッフを現地

に派遣 して、生産 ・作業方法の指導を行い、その後も新製品が生産され るたび、設備の据え付け

やその操作等の指導を続けている。 こうして一つの事業につ き10人程度、1～3ヶ 月の期間で派

遣 される日本人スタッフと、 日本語を話せるローカル ・スタッフ5人 程度により、 日本から持ち

込まれたマニュアルおよび作業基準書は中国語に翻訳され、移転におけるソフ ト面を支えている。

次に部品の現地調達比率については、上海工場で内製 しているものを含めると約60%と なって

いる。1996年6月 からは、成形 ・フ.レス ・溶接などにおいて、高度な技術水準が要求 される基盤

部分に関 しても内製化に取 り組み、今では金型パーッの50%を 自前で調達できるようになった。

このように、コス ト高となる日本製部品の使用頻度を減 らすよう心がけている。例えば、成形 ・

プ レス関連の部品は台湾や香港から、マ グネ ット・ワーヤーはマ レーシアからとい うように、急

速に品質 レベルが向上するアジア各国か ら低価格で部品を調達 し、それらを人件費の安い中国で

組み立て、価格競争力を持つ製品を世界へ供給することで、市場におけるシェアの拡大と生 き残

りを図っている。

機械設備の移転については、放電加工や研削盤等の金型設備の一部を日本から導入 し、現地で

技能者を養成する方法を採用 した。具体的には、日本から トレーナーを派遣 し、3段 階か らなる

カ リキュラムにより、治工具類の加工や機械の修理が自社内で出来るように指導にあたる。特に

重要でかつ高度な知識力が要求される機械の修理については、設備の導入以前にローカル ・スタッ

フを日本で実習 させ、さらに日本人技術者が現地に赴 き指導す るとい うように念を入れている。

しかし、0.2ミ リで前後左右同時 に4カ 所を溶接できるNEC製 のレーザー溶接機 といった超高

精度機器については、故障時にローカルでは対応できないため、メーカーに来て もらっている。

逆 にプレスおよび成形 に関する機械の故障 トラブル程度ならば、ローカルのエソジニアで充分対

処できるとい うように、総 じて高いメソテナソス能力を維持 している。

品質 ・工程の改善については、最初の指導とア ドバイスのみ 日本人スタッフが行 うものの、基

本的 にはローカル ・スタッフが担当する。現在、商品 ごとに4～5の グループに分け、不良率お
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よびクレームの低減 ・仕掛品在庫の管理 ・経費削減の各項 目ごと目標を設定 して品質改善プロジェ

ク トを実施 している。一例 として、製品であるリレーの調整工程のように付加価値を生まない部

門は、部品全体の精度を上げることで、その部門の切 り捨てといった労働生産性を高める改善を

行 っている。

労務管理については、上海の環境が、黄砂やスモッグそして ゴミ等が多いことから、作業者に

はクリーソ ・ルームでエア ・シャワーを浴びてから工場内へ入る指導を徹底 した。また、品質向

上 に欠かせない快適な職場環境 を目指 して、5Sが 守 られているか毎回巡回し、是正措置を実施

しながらレベル ・アップを図っている。 さらに、従業員のイソセソティブを引き出すため、工場

内に生産 目標の達成指数と不良品発生率を表や グラフで掲示 し、品質管理を徹底するには、 ミス

の原因とその責任の所在を明確 にす るとともに、報奨で格差を付け信賞必罰の原則を徹底 してい

る。

5.3人 材の募集 ・育成および給与システム

ワーカーの募集については、簡単な筆記試験後、ピソセ ットを使 って皿から皿ヘモ ノを移す手

先の器用 さの実技テス トを行い採用を決定する。その後2日 間労務に関する基本教育を施 した後、

5日 間現場 リーダーによるOJTを 行 う。彼 らのうち、派遣社員 として上海市の長江河 口の中州

にある、崇明島労務公司を通 じて採用 された者が400名 程在籍する。それ以外200名 を数:える正社

員ワーカーは、1年 間の労働契約 となっている。こうした派遣社員や正社員のうち300名 は、会

社から2km離 れた地点にある寮 に住み込んで勤務 している。彼 らの平均年齢は、女子工員 に限

れば20才 、全工員でみても23才 と非常に若い。特に派遣社員の契約内容は、最低賃金である250

元を1ヶ 月間保証すれば、他の国有企業と同様 レイ ・オフが可能であるとい う極めて流動性の高

い ものになっている。

続いてスタッフの募集については、会社設立当時こそ、中国側の合弁相手から推薦 された人材

を試験 して採用 したが、その後は人材市場や新聞広告を利用 し一般公募で採用 してい る。技術者

や管理者 レベルのスタッフは、3年 間の労働契約 とな っている。

次に労働形態に関 しては、急な増産の可能性にそなえ、生産の可変度に対応で きるようジョブ・

ローテーシ ョソを行っている。 ワーカーの仕事内容は、1回 あた り5～10秒 かかる作業を5千 回

繰 り返す単純労働である。そのため、 ローテーショソによる配置換えに際 しても習熟は早 く、あ

る一工程を体得するたび管理職による認定を行 ってい る。こうしてあるライソに初心者が配置 さ

れると、一時的に生産のペースは落ちるものの1ヶ 月程度で元の レベルに落ち着 くとい う。例外

として、同一作業を4～7人 で取 り組む調整作業のみ熟練が要求される。

続いて給与 システムについては、毎月の基本給 と年2回 の賞与および年1回 の定期昇給 の合計

15回 を査定の対象にしている。その基準は固定給ではな く、一人一人のワーカー ごとの労働生産

性を評価 したフレキシブルなものとなっている。具体的には、生産 目標の達成や不良品の発生率

などを数値化 し、透明度の高い合理的成果主義を導入 している。実際、計算高い性格を持 つとい

われる上海人か ら労働に対するイソセ ソティブを引き出すためには、報奨金制度をは じめとす る

能力給が最適である。 さらに、毎月各部門ごと目標管理 を行い、部長は課長を、課長は組長を、

組長は作業者 に対 して、それぞれ達成率をA～Eの ラソクで評価する方法を取っている。そ して

これらの評価内容について、 日本人スタッフ3人 とローカルの部長4人 によるマネジメソ ト会議

を通 じて最終的な判断を下す。労務管理においては、 こうした競争 システムと公正な評価による
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信賞必罰の有無が生産性を大きく左右す るといえる。

改革開放以前の中国では、賃金制度は共産党中央政府により企業の生産性や利益と関係な く、

新卒の初任給から定年に至 るまで統一方式で決め られていたため、労働者に生産性を向上 させる

努力に対 してのイソセソティブが皆無であった。 このような事実から、現在に至る労務上の意識

変化のプロセスは、進出企業にとって不可欠であるばか りでな く、中国の市場経済化を推進する

うえで、非常に重要な財産 となることは確実であろう。

最後に人材の育成 については、定着率が非常に良いため労務 コス トに無駄が無い。その離職率

は、ワーカーで月3%程 度で、スタッフで年間で1～2%程 度 と低い。 ワーカーの給与について

は、契約社員で基本給1000元 、それに養老年金や住宅手当といった福利厚生費を含めると1,500

元程度 となってい る。その うち労働公司からの派遣社員に対 しては、基本給800元 で派遣元地域

の住宅手当や養老年金の負担額が少ないこともあり、会社側は合計900元 のコス トでおさまって

いる6大 卒のスタッフの給与については、基本給が1700～1900元 、それに語学や コソピュー ター

等の特殊技能を考慮 してプラス ・アルファの支給がなされる。上海の労働者は、お互いに賃金を

見せ合い比べる習慣があるため、他の従業員と比較 して 自分の支給額に納得がいかなければ意志

表示 を行 う。能力評価 と支払賃金がアソバラソスであると、優秀な従業員に転職 される場合 もあ

るので注意が必要である。

5.4今 後の技術移転上の課題

第一 に、スタッフレベルにおけるマネジメソ トの問題があげ られる。お互いに協力 して仕事を

進めさせることは難 しく、例えば、彼 らに担 当部署を離れた責任の範疇外他部門との協力には積

極性を示さず、部下への教育も消極的といった具合である。 しかし、中国人は潜在能力 として理

解力に富んでいることから、徐々にチームワークへの適応力を高めるマネジメソ ト訓練を行 って

いる。 さらに、その延長線上 として、 コス トの削減 とい う命題解決にも、個人でな く会社全体で

削減す るにはどのようにすればよいかを考えさせる指導を行 っている。 こうしたマネジメソ ト教

育を通 して、横の繋がりである課長 クラスの連携を高め、互いの意見と部内の改善策をデ ィスカッ

ショソさせ、管理者意識の一層の向上を図っている。去年からは、一歩進んだマネジメソ ト・ミー

テ ィソグとな り、20名 程度の幹部が3グ ループに分かれ、1人 の担当者が提起 した課題について

グループごとの意見を発表 した り、マネジメソ ト・ビデオの鑑賞 を通 して、日本側が要求するレ

ベルへ改善されてい く管理者への期待は大 きい。

第二に、経営効率改善についての可能性があげ られる。一般的な中国人にみられる個人主義や

能力主義の考え方を経営に取 り入れれば、 ビジネスを展開す るうえで有利に作用するので、利用

す る可能性が高い。例えば大学新卒社員は、パソコソ能力や語学力が高いうえ、個人の給与 アッ

プに繋がることから、自己負担で会計の資格を取得する学校に通 った り、 日本語の聴講生になる

など向学心が強い。 こうした個人の意欲を活か した能力主義による賃金体系の展開が、経営効率

を一層高めていくと思われる。以上のような外国企業による労務管理や指導方針に対 して、共産

党員は国益 になると捉えているため、E社 の場合13名 在i籍す る党員自ら社内の職制上幹部を兼務

し、労働規則や会社の規律を遵守するなど、積極的に会社の経営効率改善のため協力 して くれる

とい う。

第三に、今後の課題として、現在 自動化された設備工程 を2～3交 替シフ トで稼働 し生産性を

高め、設備投資 コス トの回収が求められる。また、販売力を強化 して中国国内でのシェアを引き
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上げていく必要がある。現在における経営実績は、薫事会と称する年2回 開催 される役員会で基

本事項 が承認 されたうえで、日本側の総経理が会社を運営 しているが、昨年累積損失を回収 した

ばか りで未だ配当は行われていない。 これに関 して、 日本サイ ドの経営者は、工場の維持 と生産

の安定 を重視 し、工場が軌道に乗るまで利益を拡大投資に回 したい意向であるのに対 し、中国サ

イ ドの経営者は、す ぐにでも自らが利益 を得たいがゆえ配当を要求するというように、日中間で

収益面における経営の在 り方に意見の相違が生まれている。

最後 に、法律や制度面での移転 リスクの問題があげ られる。社会主義特有の朝令暮改的な制度

の変更は、進出企業に突然不利 な税やコス トを賦課す るなど、予定外の リスクに直面す ることが

多い。 これまでにも17%の 輸出増値税の還付停止通達(外 資系企業が生産 した輸出製品の うち原

材料国内調達分の付加価値税が中国当局から還:付されな くなる旨の通達)を はじめ、内国民待遇

の名 目のもと設備輸入への関税の導入 と撤回、国内企業保護のための自由な国内販売不許可の問

題、および養老金の1%の 引き上げ通達等あげられる。 こうした中国政府の急激な制度変更のた

びに、貴重な経営資源や特に経営者の時間を割かねばならない ことは、経営効率を高めるうえで

大 きな障害となっている。

おわ りに

本論文では、日本的生産 システムの核心部分が、日系企業の中国現地工場へいかに持ち込 まれ

定着 していったかを、進出の動機、技術移転の方法 ・状況、それを促進する人材の募集 ・育成、

および今後の技術移転における課題等の項 目別に各企業 ごとの現地企業調査を通 じて考察 してき

た。

実際日系企業は、自らが保有する技術や ノウハウ、その中で も特に日本的経営に特徴的な現場

主義的問題解決のシステム ・管理手法を、親子企業間の企業内部取引によって実現 しようとして

きた。 しかし、投資国である日本と、異なった経営環境にある移転先の中国では、日本的な作業

組織 ・人員配置 ・生産管理 ・部品調達など国際的技術移転の基本的要素を現地の制度や慣行の中

に移転するには様々な問題が生 じる。そ うした問題解決 として、安保哲夫は 「日本企業 にとって、

日本的生産システムが市場競争力上優位にあるとすれば、現地市場での 日本の同業他社との競争

に直面 しなが ら、進んでその優位を捨てて現地適応するのは現実的ではない」(注3)と の考えを

表明しているように、 日本企業は、ジ ョブ ・ローテーシ ョソと結びついたOJTを 中心に、幅広

い知識 と熟練的技能を修得 させ るという日本的な人材育成方式を中国に持ち込 もうとして きた。

調査結果から分析すると、単機能主義 によりワーカーの熟練度を上げようとす るB社 以外のA

～E社 は、いずれもジョブ ・ローテーショソを導入 している。 このことは、中国におけるフレキ

シブルな作業組織の編成が可能であ り、それを通 じて工場現場 における効率的な操業管理が実現

されることを意味 している。

反対に、労務面での 日本的生産 システムの移転に際 しレベル的に難 しいのは、日本の本社では

当たり前になっている生産工程への理解や、実作業での幅広い技能の蓄積を前提にした、現場 に

おける 「作業員自身による工程での作 り込み」 とい う品質管理体制である。その原因として、管

理者のクラスでは、優秀なローカルの人材を得 ることが難 しく、異常時や問題発生時の対処 ・改

善能力が十分そなわっていないことがあげ られるみ解決策と して、各企業とも、製品の品質を日

本と同レベルに維持すべ く、現場作業員の教育 ・訓練、品質意識の向上、および現場改善活動に
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力を入れている。

また、現場の操業経験:に基づ く独自のノウハウ、とりわけ現場の作業員 自身による、加工工程

設備の稼働状態に対する異常の発見や事前の予防 メソテナソス、つまり 「工程内での品質の作 り

込み」により、歩留 まり率を高め不良率を減 らす体制である。以上のような日本的品質管理の核

心である、作業者 自身による 「工程での作 り込み」および 「工程内での品質の作 り込み」につい

て、形式的には導入 されているものの、A～E社 いずれの工場においても本質的な 日本的品質管

理体制として浸透 していなし}。そ してこれらの欠如が、移転先での製品を日本における品質 レベ

ルにまで高められていない原因となっている。そのため 日本側が望む品質 レベルへ引き上げるた

めに、A～E社 すべての工場で、ワーカーの品質に対する意識感覚を身に付けさせるため 「5S」

を実施 したり、不具合の検出に日本人スタッフが出動す る、そ して高品質で納期を遵守す るサポー

ティソグ ・イソダス トリーを確保することで、足 りない要素を補っている。操業の安定性確保か

ら、当初は日本の輸入部品に頼 ることが多かったが、少 なくとも現在では、現地に進出 して きた

台湾系 もしくは日系の企業からの部品の品質に関す る不安を感 じることが少なくなり、ジャス ト・

イソ ・タイムでの納入が実現 されつつあるので、現地調達比率を高め生産 コス トを抑えることが

で きるため期待 している。また外注に頼る道 とは別に、E社 に代表され る自社工場での部品の内

製化によってジャス ト・イソ ・タイムの調達を実現す る方法 もある。 こうして、A～E社 いずれ

の工場においても、現地 の事情を考慮 した日本的品質管理 システムを導入することで、日本の製

品 レベルに近づきつつある。

次に賃金システムについては、個人主義的志向の強い中国人社員のイソセソティブを十分に発

揮 させるためには、ほぼ年功型を踏襲 した 日本的賃金体系ではな く、能力主義的要素に比重を置

いた賃金 システムの導入が最適であるといえる。また、A～E社 を通 し、生産量増加や不良率低

下に対する貢献度を給与に反映 させる奨励給制度 も、労働意欲を高めるうえで有効であることが

分かった。C社 やE社 の企業調査からも明らかなように、個人の実績をデータ化 し、従業員の貢

献度に応 じて能力賃金を支払 う方法は、歴史的 ・社会的要因からこれまで曖昧な経営がなされて

きた中国においては、最 も適 した市場経済型の賃金 システムといえる。

最後に、移転にともなう労務管理上の様々な問題があげ られ る。A～E社 すべての企業が、チー

ムワークによる作業の改善や問題解決能力の向上を図っていることがわかる。各社 とも、E社 に

みられ るようなマネジメソ ト教育を充実させ、企業全体で対策を立て異常事態の危機的状況に対

応で きるよう一層の指導が求められる。そ して、労務上みられる現地の状況、例えば長 くて3年

とい う期間限定労働者である地方からの出稼 ぎ女性従業員を中心に生産 ライソが編成 されている

こと、彼 らを中心 としてOJTに よる多能工化を図らねばならないこと、さらにワーカーを指導

する立場にあるホワイ トカラーの管理者やエソジニアの転職、といった制約や限界を認識 し、そ

の上で労働 コス トを抑え生産性を高めてい く必要がある。

現状では、未だ日本人スタッフを中心に行われている新機種の導入やモデルチェソジに伴 う異

常事態の発生およびそれへの対処 といった業務が、今後どこまで中国人スタッフに任 されてい く

のか、品質の安定 と労務 コス トの折 り合い、および技術漏出防止の面 とで揺れている。調査対象

のいずれの企業 も、中国内で操業 したのは1994年 から96年 にかけてと最:近の ことであるため、現

時点での基本的な各社 の課題は、 日本から生産設備やノウハウを持ち込み、全てを心得た 日本人

スタッフを現地に派遣 した うえでの操業の安定化とい うレベルに留まっている。最終的な目標で

ある全ての面 での経営の現地化は、当分先の達成とな りそ うである。
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注釈

(1)～(2)程 近智、謝端明(1995)『 中国で企業を育てる秘訣』23,31か らそれぞれ抜粋

(3)安 保哲夫(1991)『 アメリカに生 きる日本的生産 システム』p31か ら引用
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